
序　　論

　熊本県におけるアサリ Ruditapes philippinarumの漁獲
量は，1977年にそれまでの最大となる 65,732トンを記
録したが，1997年以降は急激に減少し，1,009～ 6,877
トンで増減を繰り返している。このため熊本県は，1987
～ 2004年の間に約 50億円を投入して覆砂や作澪による
アサリ漁場の造成事業を推進した 1）。特に，干潟の底質
改善と地盤安定を目的として海砂による覆砂が数多く実
施され，その中には，覆砂後 10年間にわたり，周辺漁
場と比較して多くのアサリ稚貝が出現する増殖効果が確
認された成功事例もある 2）。これを受けて，アサリ増殖

のため覆砂を要望する漁業者の声は強いが，近年，海砂
の大量採取は周辺海域の生態系へ悪影響を及ぼすとの懸
念から，海砂の調達が難しくなっており，海砂と同等の
効果を期待できる他の覆砂材を見出すことが急務となっ
ている。
　海砂以外の覆砂材の開発では，高炉水砕スラグの有効
性と問題点が報告されている 3）。また，砕石等の石材を
干潟に散布することにより，アサリ稚貝の着底促進効
果が見られた事例 4），アサリ初期稚貝が砕石へ付着する
ことで減耗が軽減される効果を示唆した事例 5），人工転
石帯で多くのアサリ初期稚貝が出現した事例 6）などが報
告されている。ただし，石材の散布によって生じる海底
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の流動条件の変化を測定し，同時に稚貝の出現状態を石
材の散布直後から長期にわたって調査した事例は殆どな
かった。
　一方，全国各地の干潟のアサリ漁場では，竹などの遮
蔽物の設置により波浪を緩和してアサリ稚貝の定着を促
進する手法の開発が進められており，熊本県でも同様の
目的で樹脂製の棒材を林立させる大規模な野外実験が行
われたが，その効果を環境条件の変化との関係から調べ，
砕石散布の効果と比較した研究事例はなかった。
　そこで本研究では，砕石の散布と棒材の林立（以後，
支柱柵と表記する）がアサリ稚貝の定着を促進する効果，
また，定着後のアサリ稚貝の減耗を軽減する効果を主と
して水力学観点から明らかにすることを目的として，干
潟での野外実験を行った。

方　　法

実験区の造成　2006年 8月，熊本県宇土市の緑川河口
域に位置する長浜地区の地先（D.L.＋0.3m）に実験区
を造成した（図 1）。実験区には，① 5mm大（中央粒径
3.75mm，比重 2.64g/cm3）の砕石を厚さ 20cmになるよ
う散布した砕石区（沿岸方向 10m×岸沖方向 20m），②
波・流れを緩和するため FRP製のノリ養殖用支柱（直
径 42mm，長さ 6m）または孟宗竹等の棒材（直径 150
～ 200mm程度，長さ約 6m）を林立させて支柱柵とし
た支柱区，③砕石と支柱を複合させた砕石＋支柱区，④
何も設置しない無処理区を約 30mの間隔で沿岸と平行
に並列させて設置した。支柱柵は 15～ 20cm程度の間
隔で，満潮時に必ず施設の一部が水面上に出るように設
置し，2006年 8月に孟宗竹，2007年 5月に孟宗竹外縁
にノリ養殖用支柱を使用した。また，無処理区には近傍

の実験区からアサリ等生物が拡散あるいは移動してくる
可能性があることから，砕石区から南西方向へ約 200m
離れた場所に対照区を設けた。実験区の造成後月 1回の
頻度で，目視により各区の施設，材質の変化の状況を調
べた。

アサリ生息状況調査　実験区ごとに殻長 1mm未満と殻
長 1mm以上とに分けて以下のようにアサリ稚貝を採集
した。
1.　殻長 1mm 未満　2007年 2月 19日から 2008年 12
月 12日までの間でアサリ浮遊幼生の主な着底期にあた
る 4月～ 8月および 10月～ 2月の任意月の干潮時に殻
長 1mm未満のアサリを採集した。採集地点は各実験区
の中に 3または 5箇所を無作為に配置した。次いで，各
採集地点の近傍から無作為に場所を選択し，内径 29mm
の塩化ビニール製円筒で深さ約 2cmまでの堆積物を
3点採取し，それらを混合して 1標本とした。標本は
0.125mm目の篩でふるい分け，篩上に留まった稚貝の
中からモノクローナル抗体を用いた蛍光抗体法 7）-9）でア
サリを同定し，個体数の計数と殻長の計測を行った。
2.　殻長 1mm 以上　2006年 12月 5日から 2008年 12
月 12日まで，ほぼ毎月 1回干潮時に殻長 1mm以上のア
サリを採集した。採集地点は各実験区の中に無作為に 4
箇所を選んで配置した。次いで，各採集点の近傍約 1m
以内の範囲から無作為に選んだ場所で，ステンレス製方
形枠（縦 10×横 10×高さ 10 cm）を用いて 4点の堆積
物を採取し，それぞれを１標本とした。ただし，2006
年 12月と 2007年 2月の採集では，4点を混合し 1標本
とした。標本は個別に 1mm目の篩でふるい分け，ロー
ズベンガルを添加した 10％中性ホルマリンで固定して
実験室に持ち帰った。実体顕微鏡を用いて標本からアサ

図 1． 実験場所と実験区の配置
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リを分別し，個体数の計数と殻長の計測を行った。なお，
殻長頻度分布に基づき，実験区造成以前から生息してい
たと判断される大型の個体は計数から除外した。
　また，2007年 5月以降，砕石区では波による移動で
散布場所での砕石の量が少なくなったため，砕石が移動，
集積した場所の中央付近で各種の採集調査を行った。

砕石・支柱柵による効果の解析　砕石と支柱柵および両
者の複合がアサリ個体数の維持に与えた効果の有無を判
断するため，対照区を除いた 4実験区のデータを用いて
因子分析を行った。各標本のアサリ個体数 xは log（x＋1）
で対数変換してから各種の統計的解析を行った。なお，
殻長 1mm以上のアサリを各採集地点から 4回繰り返し
サンプリングして 4標本とした場合はネスト化分散分析
（nested ANOVA）を行い，近傍の 4標本ごとに 1組にグ
ループ化したユニット間の個体数の変動を無視して多重
比較を行った。また，ユニットの平均平方を分母として
各因子の平均平方との分散比（F値）を求めた。以上の
計算処理には，統計計算言語環境 R ver. 2.13.110）を使用
した。

底質調査　砕石散布および支柱柵設置後の実験区の底質
の変化を把握するため，アサリの採集時に各実験区の中
央部において内径 44mmの塩化ビニール製円筒を用い
て深さ約 10cmまでの堆積物を採集した。試料は氷温に
て持ち帰り，－30℃で凍結保存して底質の粒度組成およ
び酸揮発性硫化物量を測定した。粒度組成はWentworth
の粒度スケールにあわせ 0.062～ 2mm目の篩を使用し
た湿式篩分法で測定し，酸揮発性硫化物量（AVS）はヘ
ドロテック -S用検知管（ガステック社製）を用いて定
法で測定した。

流動環境調査　支柱柵設置後の実験区での流動環境の変
化を把握するため，砕石＋支柱区および砕石区内の各 1
点に電磁流向流速計（Compact-EM：JFEアドバンテッ
ク株式会社）を球状センサー部の中心が海底から 10cm
上側になるように設置し，2007年 11月 13日～ 11月 29
日，2008年 5月 13日～ 6月 3日，2008年 10月 21日～
11月 12日に流向・流速の連続観測を行った。電磁流向
流速計は 2時間の間歇作動（バースト）に設定し，バー
スト毎に 0.5秒間隔で 5分間，流向・流速データを記録
した。得られた流向・流速データは，TSEdior ver.4.12＊

および TSMaster ver.6.6＊を用いて移流成分（主に潮汐に
よる一様流）と変動成分（波による往復流および他の残
差成分）に分離した。

底質とアサリ稚貝の移動限界判定　桑原 11）のアサリ稚
貝の移動限界判定エクセルファイル Ver.3.112）を用い，流

動環境調査で得られた計算データから海底のせん断応力
を求めてアサリ稚貝，砕石，堆積物粒子の理論的な限界
せん断応力と比較し，アサリ稚貝が流動によって移動さ
せられる可能性の有無を判定した。これらの計算に用い
たアサリ稚貝の比重は，動画解析によりアサリ稚貝の
沈降速度を計測した実験結果（齊藤 未発表）をもとに，
粒径（殻長）に対する沈降速度の関係を近似するように
求めた比重パラメーター値 1.5g/cm3を採用した。なお，
このモデルではアサリの潜砂行動による抗流効果は考慮
されていない。

結　　果

実験区の底質変化調査　実験区の底質の変化状況につい
て図 2に示した。砕石区と砕石＋支柱区においては，設
置後 4ヶ月を経過した 2006年 12月から砕石の移動と拡
散が見られ，2007年 5月の砕石区では砕石は散布した
範囲に殆ど見られず，南東方向へ 20ｍ以上移動してい
た。移動した砕石は，一部が砂漣の凹部に露出していた
が，大部分は砂に埋没していた。一方，同時期の砕石＋
支柱区では，支柱の基部が洗掘され，大部分の砕石が実
験区の外側に拡散していたが，一部は散布した範囲内に
残っていた。また，砕石上への顕著な砂の堆積はなく，
砂漣も殆ど見られなかったが，若干量の泥が堆積してい
た。また，2007年 9月以降，砕石＋支柱区では，ホト
トギスガイやコケガラスガイが低密度で分布し，パッチ
状のマットを形成していた。さらに 2008年 7月以降，
砕石＋支柱区，支柱区ともに高い密度でホトトギスガイ
が分布し，広範囲にマットを形成していた。一方，砕石区，
無処理区では，顕著なマットの形成は見られなかった。

アサリ生息状況調査
1.　殻長 1mm 未満　2007年 2月には，全ての実験区
と対照区で 2006年秋期発生群と推測される初期稚貝が
出現したが，個体数は 101～ 1,009個 /m2で少なかった
（図 3）。2007年 7月には支柱区と砕石＋支柱区の 2区
で 2007年春期発生群と推測される初期稚貝が 4,374～
13,121個 /m2と多数出現したが，無処理区および砕石区
では見られなかった。2007年 11月から 2008年 1月に
かけては，全ての実験区と対照区で 2007年秋期発生群
と推測される初期稚貝が出現し，12月に 908～ 52,888
個 /m2出現した。2008年 4～ 8月には，支柱区と砕石
＋支柱区の 2区を中心に 2008年春期発生群と推測され
る初期稚貝が出現したが，個体数は 4月で各 606個 /m2

と 1,817個 /m2で少なかった。一方，2008年 12月には，
無処理区を含む全ての実験区で 2008年秋期発生群と推
測される初期稚貝が 32,399～ 548,255個 /m2出現したが，
対照区では 3,634個 /m2とやや少なかった。

＊ 川俣　茂（http://cse.fra.affrc.go.jp/matasan/home-page.html）
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2.　殻長 1mm以上　殻長 1mm以上のアサリ稚貝は，無
処理区と対照区では調査期間中殆ど採集されなかった。
砕石区，支柱区，砕石＋支柱区では 2007年 4月に 2006
年秋期発生群と推測される稚貝が 69～ 500個 /m2出現
した。7月には支柱区および砕石＋支柱区で 2007年春
期発生群と推測される稚貝が各 75個 /m2，81個 /m2確
認されたが，8月以降は全ての実験区で稚貝は殆ど見ら
れなくなった。2008年 4月以降，支柱区と砕石＋支柱
区を中心に 2007年秋発生群および 2008年春発生群と推
測される稚貝が出現し，8月は 731~1,538個 /m2と多数
出現した。
　なお，支柱区および砕石＋支柱区では，2007年に出
現したアサリ稚貝の一部は残存し，2008年 12月の最終
調査時には最大殻長 24mmに成長した。また，ここで
は試験場所に残存したアサリについて「生残」とした。

砕石，支柱策の効果の解析
1.　殻長 1mm未満　殻長 1mm未満のアサリ初期稚貝
の個体数変動について砕石散布，支柱柵の有無を要因と
した因子分析を行った（表 1）。2007年 6月と 7月は砕
石の有無，支柱柵の有無および一方の因子による効果が
他方の因子に依存することを示す交互作用，2007年 11

月から 2008年 1月までは支柱柵の有無による効果が初
期稚貝の個体数に対して有意であった（p＜0.05）。また，
2008年春期発生群が加入した 2008年 4～ 5月は支柱の
有無による効果が初期稚貝の個体数に対して有意であっ
た。
　対照区を含んだ分散分析と多重比較の結果によると，
2007年 2月は各区の個体数の間に有意差がなかったが，
6月は砕石＋支柱区，7月と 11月は支柱区と砕石＋支
柱区，12月は支柱区の各個体数が無処理区の個体数よ
り有意に高かった（Tukey HSD　p＜0.05）。2008年 1月
は砕石＋支柱区と支柱区，2008年 4月は砕石＋支柱区
の各個体数が無処理区の個体数より有意に高かったが，
2008年 11月までは各区とも無処理区との間に個体数の
有意差はなかった。
　なお，2008年 12月を除く上記の全ての期間で無処理
区と対照区の間に個体数の有意差はなかったので，他の
実験区から無処理区へのアサリの拡散は無視できると判
断された。
2.　殻長 1mm以上　殻長 1mm以上のアサリ稚貝の個
体数変動について砕石散布，支柱柵の有無を要因とした
因子分析を行った（表 2）。2007年 4月は砕石の有無に
よる効果が稚貝の個体数に対して有意（p＜0.05）であっ

A B

C D

A B

C D

図 2． 実験区の底質の変化状況
 A：砕石区　2006年 8月 9日（造成直後）　B：砕石＋支柱区　2006年 8月 9日（造成直後）
 C：砕石区　2007年 9月 27日（黄枠は砕石の当初散布場所を示す）　D：砕石＋支柱区　2008年 8月 1日
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たが，翌月 5月には有意ではなくなった。2007年の 6
月と 7月，2008年の 5月を除く 4～ 12月は支柱柵の有
無による効果が有意であった。また，同年の 4月と 10
月は砕石の有無による効果も有意であった。
　対照区を含んだ分散分析と多重比較の結果によると，
2007年の 4月と 5月の砕石＋支柱区の個体数は無処理
区の個体数より有意に高かったが（Tukey HSD　p＜

0.05），砕石区，支柱区の個体数は無処理区の個体数に
対して有意差がなかった。6月以降は実験区の間に個体
数の有意差は見られなかった。2008年の 4月と 9～ 12
月の砕石＋支柱区，および 7～ 9月と 11～ 12月の支柱
区の個体数は無処理区の個体数に対して有意に高かっ
た。同年 10月は支柱＋砕石区の個体数が支柱区の個体
数に対して有意に高かったが，砕石区の個体数は無処理

図 3． アサリの対数個体数〔log（x＋1）/標本〕の推移
 左列：殻長 1mm未満、右列：殻長 1mm以上
 エラーバーは標準偏差を示す
 採取面積は 1標本あたり 100cm2
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区の個体数に対して有意差がなかった。
　一方，上記の全ての期間で，無処理区と対照区との間
に個体数の有意差はなかったので，他の実験区から無処
理区へのアサリ稚貝の拡散は無視できると判断された。

底質調査　砕石区では 2007年 2月，3月を除いて砕石

を含む粒径 2mm以上の土砂が 10～ 40％程度継続して
分布していたものの，中央粒径は 0.2～ 0.3mm前後で
推移した（図 4）。砕石＋支柱区では粒径 2mm以上の土
砂が 20～ 60％程度継続して分布していたが，冬季は 4％
以下に減少した。また，同区の中央粒径は調査開始か

表 1.　殻長 1mm未満のアサリ初期稚貝に関する統計検定結果

因子分析（対照区を除外） 分散分析（対照区を含む）
多重比較（Tukey HSD）

（p＜0.05）
調査日 効果

自由度
（分子）

自由度
（分母） F値 P値 自由度

（分子）
自由度
（分母） F値 P値

2007/2/19 砕石 1 16 1.414 0.252 
支柱 1 16 0.365 0.553 4 20 2.0757 0.122 
交互作用 1 16 2.854 0.111 

2007/6/13 砕石 1 8 16.087 0.004 ＊＊ 有 無 無 有 対照
支柱 1 8 35.769 <0.001 ＊＊＊ 4 10 23.468 0.000 ＊＊＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 8 16.087 0.004 ＊＊     

2007/7/13 砕石 1 8 6.655 0.033 ＊ 有 無 対照 有 無
支柱 1 8 202.623 <0.001 ＊＊＊ 4 10 55.691 0.000 ＊＊＊ 有 有 対照 無 無
交互作用 1 8 6.646 0.033 ＊     

2007/11/29 砕石 1 16 0.096 0.760 有 無 無 有 対照
支柱 1 16 207.103 <0.001 ＊＊＊ 4 20 54.166 0.000 ＊＊＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 0.341 0.568      

2007/12/28 砕石 1 16 3.472 0.081 無 有 無 有 対照
支柱 1 16 27.561 <0.001 ＊＊＊ 4 20 18.202 0.000 ＊＊＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 1.122 0.305     

2008/1/23 砕石 1 16 0.527 0.478 有 無 有 無 対照
支柱 1 16 41.662 <0.001 ＊＊＊ 4 20 19.992 0.000 ＊＊＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 1.223 0.285    

2008/4/22 砕石 1 16 3.231 0.091 有 無 有 無 対照
支柱 1 16 7.997 0.012 ＊ 4 20 4.658 0.008 ＊＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 0.217 0.648      

2008/5/8 砕石 1 16 0.194 0.665 有 無 有 無 対照
支柱 1 16 7.397 0.015 ＊ 4 20 2.895 0.048 ＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 0.194 0.665       

2008/6/3 砕石 1 16 0.400 0.536  
支柱 1 16 3.600 0.076 4 20 1.600 0.213 
交互作用 1 16 0.400 0.536 

2008/8/1 砕石 1 16 3.598 0.076 無 有 無 有 対照
支柱 1 16 3.598 0.076 4 20 3.072 0.040 ＊ 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 3.598 0.076 

2008/10/17 砕石 1 16 0.043 0.838 4 20 1.228 0.331 
支柱 1 16 3.203 0.092 14.485 0.000 
交互作用 1 16 0.043 0.838  14.485 0.000 

2008/11/13 砕石 1 16 2.137 0.163  4 20 3.267 0.032 ＊ 無 無 有 有 対照
支柱 1 16 2.137 0.163 51.198 0.000 有 無 有 無 対照
交互作用 1 16 5.150 0.037 ＊ 51.198 0.000 

2008/12/12 砕石 1 16 6.445 0.022 ＊ 4 20 49.658 0.000 ＊＊＊ 有 無 無 有 対照
支柱 1 16 48.870 <0.001 ＊＊＊ 6.582 0.003 有 有 無 無 対照
交互作用 1 16 15.554 0.001 ＊＊ 6.582 0.003     

＊：p＜0.05，＊＊：p＜0.01，＊＊＊：p＜0.001
多重比較では個体数の多い実験区を左から記載した
下線はサブグループを示す
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表 2.　殻長 1mm以上のアサリ稚貝に関する統計検定結果

因子分析（対照区を除外） 分散分析（対照区を含む）
多重比較 （Tukey HSD） 

（p＜0.05）
調査日 効果

自由度
（分子）

自由度
（分母） F値 P値 自由度

（分子）
自由度
（分母） F値 P値

2007/2/19 砕石 1 12 0.674 0.428  4 15 1.644 0.215 
支柱 1 12 3.339 0.093 
交互作用 1 12 0.035 0.856  

2007/4/17 砕石 1 12 14.209 0.027 ＊ 4 15 9.695 0.000 ＊＊＊ 有 有 無 無 対照
支柱 1 12 8.844 0.116  9.695 0.000 有 無 有 無 対照
交互作用 1 12 2.849 0.117  9.695 0.000     
ユニット 12 48 4.050 <0.001 ＊＊＊ 15 60 4.050 0.000 ＊＊＊

2007/5/18 砕石 1 12 4.688 0.051 4 15 4.738 0.011 ＊ 有 有 無 無 対照
支柱 1 12 3.364 0.092 4.738 0.011 有 無 無 有 対照
交互作用 1 12 3.887 0.072 4.738 0.011     
ユニット 12 48 1.914 0.056 15 60 1.914 0.039 

2007/6/13 砕石 1 12 0.535 0.479  4 15 2.566 0.081 
支柱 1 12 5.906 0.032 ＊ 2.566 0.081 
交互作用 1 12 0.006 0.938  2.566 0.081 
ユニット 12 48 2.195 0.027 ＊ 15 60 2.195 0.016 ＊

2007/7/14 砕石 1 12 0.089 0.071 4 15 3.759 0.026 ＊ 有 無 有 無 対照
支柱 1 12 9.114 0.017 ＊ 3.759 0.026 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 0.089 0.771  3.759 0.026      
ユニット 12 48 2.230 0.025 ＊ 15 60 2.230 0.015 

2008/4/22 砕石 1 12 8.262 0.014 ＊ 4 15 11.106 0.000 ＊＊＊ 有 無 有 無 対照
支柱 1 12 15.893 0.002 ＊＊ 11.106 0.000 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 8.262 0.014 ＊ 11.106 0.000     
ユニット 12 48 0.406 0.954  15 60 0.406 0.972 

2008/5/8 砕石 1 12 0.222 0.646  4 15 1.472 0.260 
支柱 1 12 3.555 0.084 1.472 0.260 
交互作用 1 12 0.222 0.646  1.472 0.260 
ユニット 12 48 3.000 0.003 ＊＊ 15 60 3.000 0.001 ＊＊

2008/6/3 砕石 1 12 0.032 0.861  4 15 2.664 0.073 
支柱 1 12 7.051 0.021 ＊ 2.664 0.073 
交互作用 1 12 0.032 0.861  2.664 0.073 
ユニット 12 48 5.125 <0.001 ＊＊＊ 15 60 5.125 0.000 ＊＊＊

2008/7/4 砕石 1 12 3.017 0.108  4 15 12.195 0.000 ＊＊＊ 無 有 有 無 対照
支柱 1 12 27.492 <0.001 ＊＊＊ 12.195 0.000 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 3.017 0.108  12.195 0.000     
ユニット 12 48 1.586 0.128  15 60 1.586 0.105 

2008/8/1 砕石 1 12 1.937 0.189  4 15 21.763 0.000 ＊＊＊ 無 有 無 有 対照
支柱 1 12 52.118 <0.001 ＊＊＊ 21.763 0.000 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 0.214 0.652  21.763 0.000     
ユニット 12 48 6.055 <0.001 ＊＊＊ 15 60 6.055 0.000 ＊＊＊

2008/9/1 砕石 1 12 1.384 0.262  4 15 14.485 0.000 ＊＊＊ 有 無 有 無 対照
支柱 1 12 35.782 <0.001 ＊＊＊ 14.485 0.000 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 0.229 0.641  14.485 0.000    
ユニット 12 48 3.181 0.002 ＊＊ 15 60 3.181 0.001 ＊＊＊

2008/10/17 砕石 1 12 6.670 0.024 ＊ 4 15 51.198 0.000 ＊＊＊ 有 無 有 無 対照
支柱 1 12 31.780 <0.001 ＊＊＊ 51.198 0.000 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 6.670 0.024 ＊ 51.198 0.000     
ユニット 12 48 1.771 0.081 15 60 0.921 0.546 

2008/11/13 砕石 1 12 2.856 0.117  4 15 6.582 0.003 ＊＊ 有 無 有 対照 無
支柱 1 12 15.500 0.002 ＊＊ 6.582 0.003 有 有 無 対照 無
交互作用 1 12 1.482 0.247  6.582 0.003    
ユニット 12 48 0.890 0.562  15 60 0.896 0.573 

2008/12/12 砕石 1 12 1.144 0.306  4 15 4.999 0.009 ＊＊ 有 無 有 無 対照
支柱 1 12 11.428 0.005 ＊＊ 4.999 0.009 有 有 無 無 対照
交互作用 1 12 1.144 0.306  4.999 0.009    
ユニット 12 48 2.064 0.038 ＊ 15 60 2.064 0.025 ＊

＊：p＜0.05，＊＊：p＜0.01，＊＊＊：p＜0.001
多重比較では個体数の多い実験区を左から記載した。下線はサブグループを示す
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ら数ヶ月間 2～ 5mmと大きな値を示したが，ホトトギ
スガイのマットが形成された 2007年 9月以降は 0.2～
0.3mmと大きく低下し，特に 2008年 8月以降は 0.2mm
以下となり，他の実験区と大差なくなった。
　泥分率（粒径 0.063mm未満の粘土の割合）は，砕石
＋支柱区が 0.7~11.0％，支柱区が 0.6～ 23.5％で，0.0～
2.2％であった他の実験区より高く，ホトトギスガイの
マットが形成された 2007年 9月以降は増加傾向を示し
た。
　酸揮発性硫化物量（AVS）は，支柱区と支柱＋砕石区
で 0.02mg/g乾泥を超え，ホトトギスガイのマットが形
成された 2008年 7月以降は 0.02～ 0.11mg/g乾泥と大き
く上昇した（図 5）。一方，その他の区では殆ど検出さ
れなかった。

底質とアサリ稚貝の移動限界の判定　2007年 11月 13
日～ 11月 29日の砕石＋支柱区および砕石区の流向・流
速データから求められたせん断応力とアサリ初期稚貝並
びに底質の限界せん断応力とを比較した（図 6）。限界
せん断応力を計算する条件として，底質の粒径は砕石を
散布した直後の中央粒径である 3.75mm，アサリ稚貝の
サイズは平均的な初期稚貝の殻長とされる 0.2mmを採
用した。流速成分のうち，主に波による変動成分のせん
断応力を計算するに当たっては，変数として変動成分の
2乗平均平方根 Urms，1/3有義成分 U1/3および 1/10有義
成分 U1/10を使用した（図 7）。この計算モデルでは，相
対的に大きな粒子が小さな粒子を流動から遮蔽する効果
が考慮されており，砕石の間隙に隠れたアサリ稚貝は，
砕石が移動しない限り移動しないので，砕石の限界せん
断応力が稚貝の限界せん断応力になっている。
　変動成分の限界せん断応力を超える流動状態が観測さ
れた頻度は，計算で採用する変数によって大きく異なり，
Urms，U1/3，U1/10の順で多くなった。一方，移流成分に
よるせん断応力が底質と初期稚貝の限界せん断応力を超
えることはなく，砕石の移動・拡散，アサリ稚貝の減耗
には，潮汐による移流よりも波浪による変動成分が大き
く関与していると判断された。なお，その他 2回の観測
期間のデータに関しても同様の計算を行ったが，2007
年 11月 13日～ 11月 29日の結果と近似した結果が得ら
れた。
　次いで，底質の中央粒径が 3.75mmの場合と各調査時
の中央粒径の場合とに分け，変動成分によるせん断応力
がアサリ初期稚貝および底質の限界せん断応力を超えた
観測頻度の割合を求めた。
1.　底質中央粒径 3.75mmの場合　変動成分によるせん
断応力がアサリ初期稚貝および砕石を含む底質の限界
せん断応力を超える観測頻度の割合は観測期間によっ
て異なり，波浪の状況に大きく左右された（表 3）。変
動成分を表す変数が Urmsの場合，いずれの観測期間で
も底質は全く移動しないことを示す計算結果が得られ
た。U1/10の場合，2007年 11月 13日～ 11月 29日の単
一の観測期間ではあるが，砕石区の方が砕石＋支柱区よ
りもせん断応力がアサリ初期稚貝および底質の限界せん

図 4． 底質の粒度組成の推移

図 5． 酸揮発性硫化物量の推移
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断応力を超える観測頻度の割合が低い計算結果が得られ
た。しかしながら，実際には砕石区では砕石が大きく移
動・拡散したのに対し，砕石＋支柱区では大部分の砕石
が実験区内にとどまっていた。これらの点から，計算に

用いる流速変数として，U1/3が実験区の流動現象を比較
的よく反映すると看做された。U1/3の場合，実際のせん
断応力が砕石の限界せん断応力を超えた観測頻度の割合
は，砕石＋支柱区では 1.2～ 0.4％と非常に低かったが，

図 6． 流動によるせん断応力とアサリ初期稚貝と砕石を含む底質の限界せん断応力の比較
 左列：砕石 +支柱区、右列：砕石区 .計算条件は中央粒径 3.75mm、アサリ 0.2mm
 観測期間：2007年 11月 13日～ 11月 29日
 底質の遮蔽効果により、稚貝の移動限界は底質の移動限界と同値であった
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砕石区では 2007年 11月 13日からの調査期間において，
16.5％と高い値であった。砕石が大きく移動・拡散した
2006年冬季に流動観測を行っていないため詳細は不明
であるが，波浪条件によっては，砕石と支柱柵を併用す
ることにより，砕石の移動頻度が減少する可能性が示さ
れた。
2.　各調査時の底質中央粒径の場合　各調査時における
中央粒径（表 4）を底質の粒径として，アサリ初期稚貝
の限界せん断応力を計算し，各実験区におけるせん断応
力がアサリ初期稚貝および底質の限界せん断応力を超え
た観測頻度の割合を求めた（表 5）。2007年 11月 13日
～ 11月 29日の観測で実際のせん断応力が初期稚貝の
限界せん断応力を超えた観測頻度の割合は，支柱区が
56.6％，砕石＋支柱区が 51.9%であったのに対し，砕石
区では 79.7％，無処理区では 82.1％と非常に大きく，支
柱柵を設置した 2区の方が 23.1～ 30.2％小さかった。
2008年 5月 13日～ 6月 3日および 2008年 10月 21日
～ 11月 12日の観測で，せん断応力が初期稚貝の限界せ
ん断応力を超えた観測頻度の割合は，支柱区が 42.8～
47.8％，砕石＋支柱区が 42.0～ 45.0％であったのに対
し，砕石区が 43.4～ 47.4％，無処理区が 44.2～ 50.2％
で，支柱柵の有無による差は 0.6～ 5.2％と小さかった。
砕石が移動・拡散して中央粒径が小さくなった底質の限
界せん断応力が低下し，アサリ初期稚貝が安定した遮蔽
物を失って定着が困難になった可能性が示された。

考　　察

　実験区の調査データの統計検定およびせん断応力の計
算により，干潟での砕石散布，支柱柵の設置とアサリ稚
貝の定着，生残効果との関係について知見を得ることが
できた。まず，砕石散布によるアサリ稚貝の生残促進効
果は，実験のごく初期を除き，ほとんど確認されなかっ

た。せん断応力を計算した結果では，砕石の限界せん断
応力と砕石で遮蔽されたアサリ初期稚貝の限界せん断応
力は同じであると看做された。即ち，足糸で砕石に付着
した初期稚貝は，波・流れによって砕石とともに動くと
考えられる。砕石が大量に移動・拡散した 2006年冬季
には流動観測を行っていないため，砕石にどの程度のせ
ん断応力が発生したかは不明であるが，砕石区では，実
験を開始した 2006年から 2007年に亘る冬季に砕石が大
量に移動・拡散し，底質の中央粒径が堆積物に近い値へ
低下した。これらのことから，2007年春季以降，基質
の安定性に乏しい砕石区はアサリの浮遊幼生の着底や稚
貝の生残にとって，厳しい条件であったことが示唆され
た。干潟への砕石散布によってアサリ浮遊幼生の着底と
初期稚貝の生残を促進するには，砕石の埋没を防止する
ために，使用する砕石の粒径の見直し，散布する面積と
厚さの拡大，波浪を緩和するための支柱柵の設置等の工
夫が必要と考えられる。
　一方，支柱＋砕石区では，当初に砕石を散布した区画
に砕石が残っていたことから，アサリ浮遊幼生の着底期
に当たる 2007年 6～ 7月にかけて，初期稚貝の着底を

図 7． 観測された移流成分と変動成分の推移例
 観測期間：2007年 11月 13日～ 11月 29日の一部
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変動成分 Urms 変動成分 U1/3

変動成分 U1/10 移流成分

表 3. 変動成分によるせん断応力がアサリ初期稚貝および砕石
を含む底質の限界せん断応力を超えた観測頻度の割合

観測期間 対象
砕石 +支柱区 砕石区

Urms U1/3 U1/10 Urms U1/3 U1/10

2007/11/13-11/29 底質 0.0% 0.5% 30.2% 8.0% 16.5% 21.6%
初期稚貝 0.0% 0.5% 30.2% 8.0% 16.5% 21.6%

2008/5/13-6/3 底質 0.0% 1.2% 6.4% 0.0% 4.0% 8.4%
初期稚貝 0.0% 1.2% 6.4% 0.0% 4.0% 8.4%

2008/10/21-11/12 底質 0.0% 0.4% 0.7% 0.0% 0.4% 2.3%
初期稚貝 0.0% 0.4% 0.7% 0.0% 0.4% 2.3%

計算条件は中央粒径を 3.75mmとし、アサリの大きさを 0.2mmとした

表 4. アサリおよび底質の限界せん断応力の計算に使用した中
央粒径（mm）

観測期間 支柱区 砕石＋
支柱区 無処理区 砕石区

2007/11/13-11/29 0.178 0.306 0.191 0.207
2008/5/13-6/3 0.181 0.239 0.188 0.260
2008/10/21-11/12 0.164 0.194 0.195 0.224

表 5. 変動成分によるせん断応力がアサリ初期稚貝および砕石
を含む底質の限界せん断応力を超えた観測頻度の割合

観測期間 対象 支柱区 砕石 +
支柱区 無処理区 砕石区

2007/11/13-11/29 底質 42.0% 42.5% 52.8% 53.3%
稚貝 56.6% 51.9% 82.1% 79.7%

2008/5/13-6/3 底質 31.9% 31.9% 37.5% 37.9%
稚貝 47.8% 45.0% 50.2% 47.4%

2008/10/21-11/12 底質 24.2% 24.5% 27.0% 27.0%
稚貝 42.8% 42.0% 44.2% 43.4%

計算条件は観測時の実際の中央粒径（表 4）を用い、アサリ
の大きさを 0.2mmとした
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促進させる効果があったと推察される。また，表 5に
示したとおり，海底の流動条件を観測した 2007年 11月
では，せん断応力が底質と初期稚貝の限界せん断応力を
超えた観測頻度の割合が，支柱柵のある支柱区，砕石＋
支柱区の方が支柱柵のない砕石区，無処理区よりも底質
の場合には最大 11.3％，初期稚貝の場合には 30.2％低く
なっている。これらのことから，支柱柵の設置は波浪に
よる海底の攪乱を緩和して基質を安定させ，初期稚貝の
着底を促進する効果をもたらすと考えられる。
　実験期間中に現れた初期稚貝は，支柱区，砕石＋支柱
区では 1mm以上の稚貝へと成長したことが確認され，
2008年 12月の最終調査時には最大で殻長 24mmまで成
長した。他方，対照区やその周辺でアサリは殆ど見られ
なかったことから波浪による海底の攪乱が緩和されない
場所では，着底し，生残できる初期稚貝は極めて少ない
と考えられる。また，支柱区，砕石＋支柱区の 2区では
コケガラスガイやホトトギスガイのマットが形成され
た。ホトトギスガイのマットの下では底質の泥分率や全
硫化物量が増加し，アサリ等の底生動物を窒息死させる
ことが報告されており 13）本研究でもマットが形成され
た 2区では泥分率や酸揮発性硫化物の増加が確認され
た。しかしながら，この 2区ではアサリ稚貝の生残効果
が認められていることから，マットが干潟の表面を覆っ
てアサリや底質の移動を抑制する効果を発揮した可能性
が示唆される。
　なお，底質の調査に当たっては干潟の表面から深さ
10cmまでの堆積物を採集したため，埋没した砕石も試
料中に含まれており，表層の堆積物の中央粒径を過大評
価している可能性がある。せん断応力の計算モデルを本
研究に厳密に適用するためには，流動によるせん断応力
を直接受ける干潟の表面から深さ 1cm程度までの底質
の中央粒径を求めて計算に用いるべきであった。また，
ホトトギスのマットのように物理的性質が堆積物と異な
るものによって底面が被覆された場合，流動によるせん
断応力と粒子の限界せん断応力を対比することには注意
が必要である。今後はこれらの点を検討するとともに，
アサリ稚貝の定着や生残が良好な他の人工および天然の
漁場においてアサリ稚貝の着底期を中心とする流動環境
の観測を十分に行い，得られた結果を比較検討していく
ことが重要と考えられる。
　最後に，今回の野外実験では，厳密なデータ解析を行
う上で，いくつかの問題点がある。まず，殻長 1mm未
満のアサリでは，複数の試料を混合した標本をデータ単
位として統計的解析を行ったが，同じ条件で繰り返し採
取したときの個体数データのばらつき方（誤差構造）を
変形させてしまうため，今後は混合しないようにするべ
きである。次に，各実験区の中で採集地点や標本採集が
反復されているが，これは互いに独立ではない不完全な
反復標本採集であるので，将来，さらに大規模な野外実
験を行う場合に是正しなければならない。
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